
 

 

 

大分県日田市長 原田 啓介 殿 

 

貴市におかれましては、この度、地方自治体として 2050 年の温室効果ガスの

実質排出量ゼロ（ゼロカーボンシティ）を目指されることを表明されました。今

回の貴市の表明をもちまして、ゼロカーボンシティは国内で 433 自治体となり

ました。我が国としての 2050 年カーボンニュートラルの実現に向け、大変心強

く感じております。 

 

近年、国内各地で大規模な災害が多発しているところですが、温室効果ガスの

増加に伴い、今後、気象災害の更なる頻発化・激甚化などが予測されております。

こうした事態は、もはや「気候変動」ではなく、私たちの生存基盤を揺るがす「気

候危機」と表現するべき事態であると考えております。 

 

現在、我が国は新型コロナウイルス感染症への対応と気候危機という二つの

危機に直面しておりますが、環境省としては、コロナ前の社会に戻るのではなく、

脱炭素社会、循環経済、分散型社会への三つの移行を加速させ、持続可能で強靭

な経済社会への「リデザイン（再設計）」を一層強力に進めてまいります。 

 

2050 年カーボンニュートラルの実現を進めるためには、今後 30 年間のうち、

とりわけこの５年間、10 年間が重要です。このため、パリ協定の目標達成に向

け、脱炭素のモデルケースを各地に創り出し、次々と先行地域を広げていく「脱

炭素ドミノ」を実現していく必要があると考えております。貴市及び他のゼロカ

ーボンシティと連携しながら、気候変動対策の更なる具体化・加速化に努めてま

いります。 
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